
平成22年度決算に基づく健全化判断比率と資金不足比率について公表します。

　○　健全化判断比率

早期健全化基準

12.65

17.65

25.0

350.0

　○　資金不足比率

※　いずれの会計も資金不足額がないため、「－」と表示しています。

-

-

-

-

高郷簡易水道事業特別会計

水道事業会計

20.0

20.0

20.0

実質公債費比率

将来負担比率 111.5

山都簡易水道事業等特別会計

※　実質赤字比率、連結実質赤字比率については、実質赤字額、連結実質赤字額がないため、 「－」

経営健全化基準

 と表示し、参考として括弧内に黒字の比率をマイナス表記しています。

　　　　　　　　（単位：％）

－
(-14.64)

17.4 35.0

区       分

　平成22年度決算に基づく本市の各指標は、平成21年度と比較して実質公債費比率については1.4ポイント
（平成21年度数値18.8）、将来負担比率については30.4ポイント（平成21年度数値141.9）改善し、いずれも
基準を下回ることができました。今後も計画的な財政運営により財政健全化の確保を図ってまいります。

実質赤字比率

連結実質赤字比率

　　　　　　　　（単位：％）

財政再生基準

20.0

40.0

平成22年度決算に基づく比率

－
(-5.14)

20.0

20.0

平成22年度決算に基づく比率会　　計　　名

農業集落排水事業特別会計

下水道事業特別会計

-



－

(12.65)

－ 平 成 22 年 度 平 成 21 年 度 平 成 20 年 度

(17.65) 2,281,833 2,442,272 2,612,619 ④の内訳

17.4 ① 2,728,126 2,869,027 3,009,044 上位３事業

(25.0) ② 下水道事業特別会計 549,509

111.5 ③ 農業集落排水事業特別会計 128,156

(350.0) ④ 863,398 897,720 878,872 水道事業会計 76,990

⑤ 328,215 358,941 455,286 

⑥ 704,146 740,136 775,966 

⑦ 403 175 282 

控除額計 A （⑧～⑭） ⑥の内訳

（基準財政需要額に算入された額） 上位３事業

⑧ 104,517 102,562 95,246 国営会津北部土地改良事業負担金 486,821

⑨ 328,522 341,919 361,866 
綾金5号線及び綾金11号線に係わる
道路改良整備事業用地取得費

45,678

⑩ 505,561 550,840 622,138 社会福祉法人啓和会社会福祉施設整備補助金 38,649

⑪ 1,128,035 1,142,659 1,142,393 

⑫ 161,407 168,731 168,633 

⑬ 52,879 55,732 55,006 

⑭ 61,534 61,284 61,549 

14,689,753 13,922,680 13,556,890 

⑮ 5,657,315 5,988,568 6,315,407 

決算額
（単位：千円、％）

⑯ 普通交付税額 9,753,059 9,156,593 8,945,172 

⑴ 870,207 ⑰ 臨時財政対策債発行可能額 1,517,317 1,098,684 707,896 

⑵ 0 控除額計　A－⑧ 2,237,938 2,321,165 2,411,585 

⑶ 0
⑷ 0

地方債現在高 ⑴

債務負担行為に基づく支出予定額 ⑵

⑸ 1,434,747

退職手当の支給予定額のうち一般会計等負担見込額 ⑸

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額 ⑹

⑺

⑹ 0 ⑼

⑺ 0 ⑽

⑻ 0 ⑾

⑼ 0 （A)

⑿

⒀

⒁

⒂

⑽ 103,556 ⒃

⑾ 69,104 ⒄

⑿ 822
老人保健事業特別会計 ⒀ 625

（B)

（注）

１　連結実質赤字比率は、赤字会計の合計値と黒字会計の合計値の絶対値であり、赤字の場合は整数値となる（黒字の場合は０となる。）

　

塩川西部土地改良区

441,216

76,348

22,792

喜多方市開発公社

遠田貝沼土地改良区

328,522
505,561
52,879

61,534

1,413,008

5,959,852
542,629

0

決算額（単位：千円、％）

24,302,309
2,188,045

11,571,640

農業集落排水事業特別会計 1,543,598

⑹の内訳
上位３事業

決算額（単位：千円）

591,567

左の内訳

⑶の内訳
上位３事業

決算額（単位：千円）

将

来

負

担

額

⑶

区　　　　　　　　　　　　分

⑷

山都簡易水道事業等特別会計

下水道事業特別会計 8,377,533

事業費補正算入（準元利償還金分）

将来負担比率

災害復旧費等

15.53350 17.54168 19.27152

17.4

　　実質公債費比率

左の内訳

決算額（単位：千円）

決算額（単位：千円）

区　　　　　　　分
決算額（単位：千円、％）

分　　子(①～⑦ － 控除額計A)

元利償還金の額
（繰上償還額等の額に係る分を除く）

積立不足額を考慮して算定した額

満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額）

（％）

平 成 22 年 度
実質公債費比率

（％）
（早期健全化基準）

（早期健全化基準）

連結実質赤字比率
（％）

（早期健全化基準）

（早期健全化基準）

実質赤字比率

区                                    分 決算額（単位：千円、％）

（％）健全化判断比率等の状況
将 来 負 担 比 率

比

率

の

状

況

喜 多 方 市
実 質 赤 字 比 率

（A) 0

支 払 繰 延 額 （B) 0

資金不足比率
分　　母(⑮～⑰ － (控除額計 A－⑧)）

標準税収入額等

16,927,691

－

災害復旧費等（準元利償還金分）

密度補正算入

密度補正算入（準元利償還金分）

連結実質赤字比率

（単位：％）

実

質

収

支

一

般

会

計

等

一般会計

塩川駅西土地区画整理事業特別会計

公有林整備事業特別会計　

喜多方西部土地区画整理事業特別会計

区                                  分

資

金

不

足

額

又

は

資

金

剰

余

額

法

適

用

事

業

水道事業会計 －

下水道事業特別会計 －

農業集落排水事業特別会計

0⑻

連結実質赤字額

高郷簡易水道事業特別会計 －

山都簡易水道事業等特別会計 －

16,927,691
1,128,035

標準財政規模

－ 充当可能基金現在高 4,569,985
760,232

24,261,573
16,385,693

⒅

災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るものに限る）

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

将来負担比率　（A)　/　（B)　×　100

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係るものに限る）

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）

小計　（標準財政規模⑿－算入公債費等⒀～⒅)　

161,407

標準財政規模　 （B)

（A) 0

14,689,753

111.5

介護保険事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

組合等の連結実質赤字額相当額のうち当該団体の一般会計等の負担
見込額

特定の歳入見込額

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

小計　（将来負担額－（⑼～⑾））　

災害復旧費等に係る基準財政需要額

-

16,927,691

法

非

適

用

事

業

連結実質赤字比率(1)～(13)の絶対値）　

連結実質赤字比率（A)/（B)×100

後期高齢者医療事業特別会計実

質

収

支

そ

の

他

の

特

別

会

計

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担
見込額

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

一時借入金の利子

実質公債費比率（単年度）

実質公債費比率（３ヵ年平均）

特定財源の額

事業費補正算入

2,342,455 2,423,727 2,506,831 

実質赤字比率（（A）＋(B)＋（C)）/（D)

標 準 財 政 規 模 （D)

事 業 繰 越 額 （C) 0

繰 上 充 用 額
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